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１ 第四期中期計画素案策定にあたって
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１ 第四期中期目標案で示された への対応課題

２ 誰もが読みやすくなる、記載 、 の挿入簡素化 図表

３ 今後の大きな に対応可能な計画社会状況の変化



２ 重要項目
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⑥

医療ＤＸ

⑤

災害・
感染症対応!

④

施設管理
感染管理

①

機能の多様化、
病院間連携の
強化

②

患者・家族
目線の医療、
医療安全♥

③

経営改善

ガバナンスの強化

第四期中期計画期間における重要項目



３－① 機能の多様化、病院間連携の強化
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機能の多様化、病院間連携の強化

機能の多様化 病院間連携の強化

 訪問診療やオンライン診療等、高齢者に対する
総合的な医療提供体制の構築

 高齢者の併存疾患や合併症への対応
 退院後の自立した生活のための支援等のシー

ムレスな支援
 ５つの病院で対応できない診療領域への、診

療科の増設を含めた検討
計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
１ 高度医療の提供
(1) 機能の多様化と病院間連携の強化 ア 機能の多様化

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
１ 高度医療の提供
(1) 機能の多様化と病院間連携の強化 イ 病院間連携の強化

 がんセンターと足柄上病院・循環器呼吸器病セ
ンターの連携によるがん患者の治療やこども医療
センターと精神医療センターの連携による思春期
医療の提供等、幅広い医療需要に対する病院
機構内及び他の病院との連携

 画像診断、病理診断等の遠隔システムによる
連携

訪問診療 オンライン診療
併存疾患対応 合併症対応
生活福祉支援 未設診療領域

少子高齢化の進展



３－② 患者・家族目線の医療、医療安全
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患者・家族目線の医療、医療安全

外部調査委員会の提言の実行 患者・家族目線の医療の提供

2024年7月に当機構が取りまとめたプランの実現に
向け、必要な取組を記載。

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
３ 患者や家族、地域から信頼される質の高い医療

• 治療や生活上の問題、就労支援等の多様な相談
等、患者支援体制の充実

• PFMの考え方に基づく円滑な入退院調整の推進

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
３ 患者や家族、地域から信頼される質の高い医療
イ 患者・家族目線に立った支援

♥

2024.2.29 「42の提言」 2024.7.4 アクションプラン

患者の権利確保 患者・市民参画 インシデント報告
患者安全教育 安全文化調査 適切な情報共有

患者
・入院案内
・問診
・各種手続

・麻酔科診察
・栄養指導
・持参薬確認

・手術 ・日常生活
・在宅治療
・施設入居

（入院前） （入院中） （退院後）

一つの窓口による退院支援

PFM 入院から退院まで一貫して患者を支援する体制により、
切れ目のない医療を提供すること。



３－③ 経営改善
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経営改善

機動的な経営分析と改善策の実行 病院機能の検討

• 四半期決算等の管理会計を用いた経営分析と、
経営改善策の検討及び実施

計画記載箇所
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
３ 収益の確保及び費用の節減
（１） 経営改善

高齢化のさらなる進展に伴う医療ニーズの変化に対
応するため、病院の再編等を視野に入れながら、引き
続き、地域における病院の機能や役割、地域の医療
機関との機能分化や連携等に努める。

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
４ 各病院の主な機能と今後の取組

四
半
期
決
算

分
析

議
論
承
認

経
営
改
善
実
施

機能A

機能B

機能A

機能B

機能A

機能B



３－④ 施設管理・感染管理
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施設管理・感染管理

感染管理・予防

• 発生状況の把握や感染源及び感染経路に応じ
た適切な対応

• 標準的な予防、発生時の初期対応の徹底と職
員への定期的な研修

• 設備の適切な維持管理を通じた、レジオネラ属菌
等の細菌感染症の予防

• （本部事務局）法人全体の情報共有や連携
推進と各病院の感染制御推進体制の支援

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
３ 患者や家族、地域から信頼される質の高い医療
（３） 医療安全対策の推進 イ 院内の感染管理

患者・家族が安心して利用できるよう、保守点検を
定期的に行うなど、設備の適切な維持管理に努める。
また、第四期中期目標「Ⅰ 長期ビジョン」中「３ 県
立病院のめざす姿」を踏まえた各病院の施設整備・
修繕に関する中長期的な計画を検討し、着実に実
施する。

計画記載箇所
第10 その他業務運営に関する重要事項
２ 施設管理及び施設整備・修繕に係る計画の検討

中長期的な計画日常的な保守点検

施設管理



３－⑤ 災害・感染症対策
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災害・感染症対応!

災害発生時の医療提供

災害発生時に神奈川県の医療救護活動の拠点機
能を担うために、県と協力しながら、次の取組を通じて
体制を整える。
• ７日間分の医薬品等の備蓄や設備・建物の定期

的な点検及び必要な整備
• 大規模災害発生時、支援を受けずに少人数で対
応することを前提とした ＢＣＰ（事業継続計
画）に基づく各種訓練と必要に応じた見直し

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
２ 災害・感染症医療提供体制の充実・強化
（１） 災害医療の提供

７日間分 少人数での事業継続

感染症発生時の医療提供

• 個人防護具の備蓄や必要な研修・訓練を通じた
感染症への準備

• 新興・再興感染症発生時における神奈川県との
医療措置協定による迅速な対応

計画記載箇所
第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置
２ 災害・感染症医療提供体制の充実・強化
（２） 感染症医療の提供

令和6年3月に
県と協定締結



３－⑥ 医療ＤＸ
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医療ＤＸ

推進体制の構築

 部門横断的な医療情報活用体制
の整備
 医療情報の適切な管理や効果的

な活用、効率的な医療システムの
調達・運用ができる人材の割当
 医療情報技師等の資格取得促進

計画記載箇所
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
するためとるべき措置
２ 業務運営の改善及び効率化〜医療ＤＸの推進〜

システムの有機的な統合 共同診療体制等の構築

マスター管理とシステム統合を通じ
て、医療安全・患者サービスの向上
や職員の働き方改革等を実現。

計画記載箇所
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
するためとるべき措置
２ 業務運営の改善及び効率化〜医療ＤＸの推進〜

計画記載箇所
第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成
するためとるべき措置
２ 業務運営の改善及び効率化〜医療ＤＸの推進〜

診断
診療

• 画像診断、病理診断等の遠隔シ
ステムによる共同診療、オンライン
診療体制の構築及び実施

放射線画像

ビデオ通話

患者
ﾌﾚﾝﾄﾞﾘｰ

高度・
高質な医療

効率化・
働き方改革

医療安全
危機管理

ｵﾝﾗｲﾝ診療

診療支援ﾂｰﾙ

職員勤怠監視

患者ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

システム統合

マスター管理人材の割当 資格取得



中期目標案と中期計画素案の骨子比較

第四期中期目標案 第四期中期計画素案
Ⅰ 長期ビジョン

１ 策定趣旨
２ 本県の目指す医療提供体制と求められる県立病院の役割

（１） 本県の目指す医療提供体制
（２） 県立病院の役割

３ 県立病院の目指す姿
（１） 県民に信頼される患者の安全確保と経営健全化
（２） 多様・複雑な併存疾患等への対応力の確保及びデジタル活用による広域の医療提供
（３） 大規模災害や感染症パンデミック等におけるフラッグシップ機能の強化
（４） 専門機能病院と地域医療提供病院それぞれの役割とサービス提供のあり方の検討

Ⅱ 中期目標
前文１ 策定に当たって

（１） 第三期中期目標期間の評価・課題
（２） 第四期中期目標の方向性

２ 中期目標の期間 第１ 計画の期間
３ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 第２ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置
（１） 高度医療の提供 １ 高度医療の提供

ア 機能の多様化と病院間連携の強化
（１） 機能の多様化と病院間連携の強化

ア 機能の多様化
イ 病院間連携の強化

イ 人材の確保と育成 （２） 人材の確保と育成
ア 人材の確保
イ 人材の育成ウ 最先端技術の活用と医療機器等の計画的な整備 （３） 最先端技術の活用と医療機器等の計画的な整備

エ 臨床研究の推進 （４） 臨床研究の推進
オ 地域の医療機関等との機能分化・連携強化 （５） 地域の医療機関等との機能分化・連携強化

（２） 災害・感染症医療提供体制の充実・強化 ２ 災害・感染症医療提供体制の充実・強化
ア 災害医療の提供 （１） 災害医療の提供
イ 感染症医療の提供 （２） 感染症医療の提供

9



中期目標案と中期計画素案の骨子比較

第四期中期目標案 第四期中期計画素案
（３） 患者や家族、地域から信頼される質の高い医療 ３ 患者や家族、地域から信頼される質の高い医療

ア 患者・家族目線に立った医療の提供
（１） 患者・家族目線に立った医療の提供

ア 患者の権利確保
イ 患者・家族目線に立った支援
ウ 医療の質の管理

イ 患者サービスの充実と積極的な情報発信 （２） 患者サービスの充実と積極的な情報発信

ウ 医療安全対策の推進
（３） 医療安全対策の推進

ア 患者安全確保
イ 院内の感染管理

エ 第三者評価の活用 （４） 第三者評価の活用
（４） 各病院の主な機能と今後の方向性 ４ 各病院の主な機能と今後の取組

ア 足柄上病院

（１） 足柄上病院
ア 主な機能
イ 人材育成の取組
ウ 地域連携の取組
エ 再整備へ向けた取組

イ こども医療センター

（２） こども医療センター
ア 主な機能
イ 福祉施設の取組
ウ 地域連携の取組
エ 医療安全の取組

ウ 精神医療センター
（３） 精神医療センター

ア 主な機能
イ 精神科特有の取組
ウ 地域連携の取組

エ がんセンター
（４） がんセンター

ア 主な機能
イ 研究・人材育成の取組
ウ 地域連携の取組
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中期目標案と中期計画素案の骨子比較

第四期中期目標案 第四期中期計画素案

オ 循環器呼吸器病センター
（５） 循環器呼吸器病センター

ア 循環器における主な機能
イ 呼吸器における主な機能
ウ 地域連携の取組

カ 各病院の病床数 (病床数は各病院の項目の中で記載)
（５）県の施策との連携・協働 ５ 県の施策との連携・協働

４ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
（１） 適正な業務の確保 １ 適正な業務の確保

ア 内部統制の強化 （１） 内部統制の強化
イ 重大事項等に係る報告の徹底 （２） 重大事項等にかかる報告の徹底
ウ 適切な情報の管理 （３） 適切な情報の管理

（２） 業務運営の改善及び効率化〜医療ＤＸの推進〜
２ 業務運営の改善及び効率化〜医療ＤＸの推進〜

（１） 医療DXの推進体制の構築
（２） 医療DXの具体の取組

（３） 収益の確保及び費用の節減
３ 収益の確保及び費用の節減

（１） 経営改善
（２） 収益の確保
（３） 費用の節減

５ 財務内容の改善に関する事項 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置
（１） 経営基盤の確立について １ 経営基盤の確立について
（２） 運営費負担金等について ２ 運営費負担金等について

ア 運営費負担金 （１） 運営費負担金
イ 長期借入金 （２） 長期借入金

３ 予算（人件費の見積りを含む。）（令和７年度〜令和11年度）
４ 収支計画（令和７年度〜令和11年度）
５ 資金計画（令和７年度〜令和11年度）

第５ 短期借入金の限度額
１ 限度額
２ 想定される短期借入金の発生理由

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産があ
る場合には、当該財産の処分に関する計画
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中期目標案と中期計画素案の骨子比較

第四期中期目標案 第四期中期計画素案
第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、または担保に供しようとするときは、その
計画
第８ 剰余金の使途
第９ 料金に関する事項

１ 診療料等
（１）診療を受ける者の疾病又は負傷につき国民健康保険法（昭和33年法律第192
号）の規定又は同法第56条第１項に規定する法令により医療に関する給付等が行われ
る場合
（２） 診療を受ける者が（１）に規定する医療に関する給付等を受けることができな
い場合
（３） 診療報酬の算定方法に定めのない場合

２ その他の料金
３ 還付
４ 減免

６ その他業務運営に関する重要事項 第10 その他業務運営に関する重要事項
（１） 人事に関する事項 １ 人事に関する事項
（２） 施設管理及び施設整備・修繕に係る計画の検討 ２ 施設管理及び施設整備・修繕に係る計画の検討
（３） 情報の公表・公開について ３ 情報の公表・公開について

４ 長期借入金の限度額
５ 積立金の処分に関する計画

第11 ロジックモデル
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（参考）地方独立行政法人法
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中期目標及び中期計画の骨子は地方独立行政法人法に規定されているため、
運営にあたる重要項目は各骨子の該当箇所に当てはめて記載している

中期目標
第25条
２ 中期目標においては、次に掲げる事項について具体的に
定めるものとする。

一 中期目標の期間（前項の期間の範囲内で設立団
体の長が定める期間をいう。以下同じ。）

二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の
向上に関する事項

三 業務運営の改善及び効率化に関する事項
四 財務内容の改善に関する事項
五 その他業務運営に関する重要事項

中期計画
第26条
２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に
関する目標を達成するためとるべき措置

二 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた
めとるべき措置

三 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金
計画

四 短期借入金の限度額
四の二 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財
産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産
の処分に関する計画

五 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は
担保に供しようとするときは、その計画

六 剰余金の使途
七 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項


